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研究成果の概要（和文）：　高等教育のパラダイム転換により、学生が獲得した学習成果による質保証が重視さ
れる傾向が強まり、学習時間を基盤とした単位制度への疑念が生じてきた。そこで、カーネギー財団は、新しい
単位制度の開発に取り組んだが、教育の質保証の手段としてではなく、諸資源の管理（FTE換算の基盤）のため
には、従来のカーネギー単位制度は有効であるとの結論を出した。
　一方、コンピテンシーを重視した教育プログラムでは、コンピテンシーの獲得の可否をアセスメントを通じて
確認し、一定のコンピテンスの獲得をもって学位を授与し始めた。このような大学については連邦教育省は、コ
ンピテンスと従来の単位の換算は、各大学で決めることとした.

研究成果の概要（英文）： By the paradigm shift in Higher Ed.from teaching to learning, the quality 
of education is measured by the learning outcomes rather the learning time, that is Carnegie credit.
 The Carnegie Foundation studied to explore the alternate credit system, but concluded that Carnegie
 credit is still effective for administrative purpose.
  On the other hand, many universities, mostly on-line institutions, assess directly the 
competencies for graduation and they do not use the time-based credit system. The Department of 
Education now allow such universities for accreditation and told them to define the equivalency of 
competency unit between  credit hours  by themselves. 

研究分野： 教育社会学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 国際的に学習成果が重視される状況のも

とで、従来から国際的に活用されてきた学習

の評価を、学習「時間」に基づく「単位制度」

から、学生が獲得した知識・能力を直接評価

しようとする「アウトカム・アセスメント」

や「成果基盤型教育 Competency-based 

education」への転換が進んでいる。 

 そこで、学習時間を基盤とした「単位制度

（カーネギー単位）」を発案した米国のカー

ネギー財団は、このような高等教育を取り巻

く変化を受け止め、従来の単位制度に代わり

うる新しい学習の評価方法の研究開発を進

めることになった。 

 我が国でも、平成２０年に公表された中教

審答申「学士課程教育の構築に向けて」にお

いて参考指針ながら「学士力」が提言されて

以降、認証評価においても「単位制度の実質

化」として、教室内外での学習時間の確保（１

単位あたり４５時間の学習）とともに「学習

成果」の測定（アセスメント）が重視されて

きている。 
２．研究の目的 
 １．の研究の背景に示したように、我が国

でも学習の共通の評価方法として、時間を基

盤とした従来の単位制度に代わりうる新た

な「共通通貨」を検討する時期にきていると

の認識のもと、学習成果を標準的に測定、表

現できる新しい「単位制度」の開発に取り組

むことを目指す。 
３．研究の方法 
 このテーマは、各国でも未だ現在進行形の

分野であるため、文献調査と関係者への聞き

取り調査などを中心として、研究を行う。 

４．研究成果 

 近年、世界的に生じた高等教育のパラダ

イム転換により、従来の教員中心、教育重

視から、学生中心、学習重視へと高等教育

の在り方が大きく変化し、教員が「何を教

えたか」よりも「学生が何ができるように

なったのか」が問われるようになった。 

 これまで、学習評価の「共通通貨」とし

ては、約１００年前の米国で高校教育の多

様な質を統一的な尺度で評価するためにカ

ーネギー財団が開発した、「時間」をベース

とした「（カーネギー）単位」が導入された。

大学では週１時間の授業(Seat time)を 15

週繰り返すと 1 単位（＝15 時間）が授与さ

れる。そのため"Credit Hour"と呼ばれ、学

習を時間で測定し、1 単位という量的尺度

に置き換えた。日本では、新制大学設立時

に、この単位制度が、米国より移入された。 

 日本では、1 時間の教室内学習に加えて、

その 2 倍の教室外学習時間（予習・復習）

を合わせた 45 時間の学習をもって 1 単位

とすることが大学設置基準で定められてい

る。 

 しかし、ある学生調査によれば、日本の

大学生の 1 日あたりの総学習時間は 4.6 時

間と報告されており、1 単位４5 時間の学

習を前提とした単位制度が十分機能してい

ない（中央教育審議会答申「新たな未来を

築くための大学教育の質的転換に向けて」、

2012 年）。また、日本がお手本とした米国

でも、1 週間の授業外学習時間は理論上 30

時間必要であるが、1961 年には 25 時間と

ほぼ単位制度に沿った学習時間が確保され

ていたが、2003 年には 15 時間弱にまで減

少したことが報告されている（Philip 

Babcock and Mindy Marks, "Leisure 

College, USA: The Decline in Student 

Study Time", 2010)。 

 さらに、近年 MOOCs を含めてオンライ

ン教育が急激に普及し、米国ではオンライ

ン大学も数多く出現し、学位を授与するよ

うになった。オンライン教育では、従来の

対面型の大学教育とは異なり、大学や教員

が学生の学習時間をコントロールできない。

そこで、オンライン大学では、時間をベー

スとした従来の単位制度ではなく、一定の

コンピテンシーの獲得を修了の要件として



いる。 

 また、冒頭に述べたように、現在では、

多くの国々で、高等教育の質保証のメルク

マ ー ク と し て 「 学 習 成 果 Learning 

Outcomes」に注目するようになった。 

 このような状況変化を背景として、米国

のカーネギー財団は 2012 年従来の時間を

ベースにした単位制度に代わる単位制度の

調査研究を開始した。 

 しかし、2015 年に公表された最終報告書

では、従来の単位制度は、学習評価の手段

としての機能は低下しているものの、大学

経営において重要な役割を果たしており、

廃止し、他の制度に変更することは困難で

あると結論した（Carnegie Foundation for 

the Advancement of Teaching, "THE 

CARNEGIE UNIT: A century-old 

standard in a changing education 

landscape", 2015)。とうのも、米国の大学

では、教員の担当授業負担については、日

本のように科目数（いわゆるコマ数）では

なく、担当する科目の総単位数で表示され

る。たとえば、ある大学の教員一人あたり

の標準教育負担がセメスターあたり 6 単位

であれば、2 単位科目を 3 科目教えても良

いし、3 単位科目を 2 科目教えても良い。

このような仕組みを採用しているのは、日

本では国際基督教大学がある。また、各学

科に大学から配分される教育経費も、各学

科が生み出す総単位数で計算される。たと

えば、2 単位科目を 100 名の学生が受講す

れば、その科目が生み出す単位数は 200 単

位となる。したがって、学科が生み出す総

単位数は、各科目の生み出す単位数の総和

となる。日本では、教育経費の配分方式は、

大学によって異なるではあろうが、せいぜ

いのところ、科目数か受講生数で決められ

ていることが多い。しかし、同じ受講生数

であっても、2単位科目と3単位科目では、

教員や学科にかかるコストと負担は異なる。 

 また、州政府から配分される予算も、単

純な登録学生数 Head Count ではなく、

FTE に換算されて配分される。それが可能

となるのは、Full Time の学生とは、１年

間に 30 単位履修している学生として定義

され、1 年分の授業料を支払っている学生

となる。他方、Part Time の学生は、年間

30 単位以下の履修をしている学生であり、

履修単位数に比例して授業料を払うことと

なる。したがって、大学の収入もその分減

収となるが、その分コストも減少する。そ

こで、州からの予算も単純に登録学生数を

基準とするのではなく、Full Time 換算し

た学生数に応じて配分される。教員給与の

決定も同じように計算される。 

 したがって、時間をベースとした単位数

で資源配分を行う方式には、一定の合理性

が見られるのであり、この単位制度を廃止

することは早計であると、カーネギー財団

は判断したわけである。 

 他方、近年州立大学も巻き込んで増えて

きたオンライン中心の Competency-based

の大学にとって、単位制度は死活に関わる

問題である。というのも、従来から連邦教

育省は大学や教員が学習時間をコントロー

ルできず、教員と学士との相互作用が保証

されないオンライン教育を、単なる「自主

学習 independent study」としか見なさず、

したがって、連邦奨学金の支給対象とはな

らなかったからである。 

 しかし、大学にとって、連邦奨学金の支

給対象となるか否かは、学生確保にとって

極めて重要である。そして、連邦奨学金の

支給対象となるためにはアクレディテーシ

ョンを通らなくてはいけないが、アクレデ

ィテーション機関も、連邦教育省と同じ対

場であった。 

 しかし、2013 年になって、コンピテンシ

ー型の教育プログラムを提供する大学から

の請願を受けて、連邦教育省は、コンピテ



ンシーを厳格に測定することを条件に

(direct assessment)、コンピテンシー型教

育を提供している大学にも連邦奨学金の支

給資格を与える判断を下した。ただし、各

大学が、それぞれの責任においてコンピテ

ンシー単位を従来の単位にどのように換算

するかを明確に規定することを求めた。 

 た と え ば 、 Western Governors 

University は、1 コンピテンシー単位と従

来の 1 単位を等価とした。他方、Southern 

New Hampshire University は、2 コンピ

テンシー単位で 1 単位としている。したが

っ て 、 Southern New Hampshire 

University では、120 コンピテンシー獲得

した場合、それは従来の 60 単位に相当し、

準学士 Associate Degree が授与されるこ

とになる。 

 このように、未だ時間を単位とした単位

制度が、米国では機能を果たしている。加

えて、コンピテンシー型教育を提供する大

学間でも、コンピテンシーの評価が異なっ

ており、高等教育の「共通通貨」とするに

は時期尚早である。 

 最後に、日本の高等教育への示唆として

は、認証評価等でも学習成果が重視される

ようにはなっているが、まずは、1 単位 45

時間の学習が必要であるという単位制度の

原点に立ち戻り、そのためには何が必要か

を検討すべきである。たとえば、履修単位

数の上限を実質化する。現状では、いわゆ

る CAP 制を導入している大学でも、その

上限が年間40〜50単位に設定されており、

これでは単位制度が実質化されないのは当

然である。やはり、米国のように、授業料

を単位数に連動させることが不可欠である。

また、経営上も、学生や教職員の Head 

Count ではなく、単位数や FTE 換算を活

用するなど、時間をベースとした単位制度

を活用する余地が極めて大きい。 
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